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要　　　旨

　本稿では，小・中・高校を一貫した「技術・情報科」教育を実現するために，小学校にプログラミングと情報セキュリ
ティを学習する「技術・情報科」の設置と，変化の激しい情報技術の進展に対応できる教員の継続的な専門職能発達
（Continuing Professional Development）のために，小学校段階での専科教員の指導と，中学校技術分野教員，高等学校
情報科専科教員との連携を提案した。本稿では，最初に，諸外国と我が国における初等中等教育段階を一貫した技術・情
報教育課程の先行研究を紹介し，プログラミング教育とSTEM／STEAM教育との関連と，公教育と私教育との協働の重
要性について概説した。次に，我が国では，戦後の高度経済成長期を発端とする高校と大学等の高等教育機関への進学率
上昇に伴い，受験科目の国，社，数，理，英のいわゆる「主要教科（主教科）」と，「周辺教科（副教科）」と誤解されて
いる小学校図画工作，中・高校美術，中・高校家庭，中学技術，高校情報科との扱いの軽重の是正と，公教育と私教育の
協働の必要性を論じた。教員養成段階で，同一校種の主教科と副教科の教員免許を各一つ取得したり，副教科を二つ免許
取得したりするよりは，小学校と中学校の両校種の免許を取得する利点と，必要な条件整備について論じた。

KEY WORDS
小学校技術・情報科（Technology and Informatics Subject in Elementary School），小・中・高等学校を一貫し
た技術・情報科教育（Technology and Informatics Subject from Elementary to Lower and Upper Secondary 
Schools），小学校プログラミング学習（Programming Learning in Elementary School)，小学校技術・情報科専
科教員（Specialized Subject Teacher for Technology and Informatics in Elementary School），技術・情報科教
員の継続的専門職能発達（Continuing Professional Development for Technology and Informatics Teacher in 
Elementary School），公教育と私教育の協働（Collaboration Between Formal and Non-formal Education） 

１　問題の所在と研究目的

　本研究の目的は，小学校・中学校・高等学校を一貫したプログラミングと情報セキュリティ教育を含むテクノロ
ジー（以下，技術）・情報科教育設置の必要性を明確にするために，我が国では小学校で未設置の「技術・情報」教
科設置のための教育課程開発研究について，主に文部科学省研究開発学校及び長野県諏訪市の教育特区指定における
実践研究知見を総説するとともに，小学校の技術・情報教科の設置と，同教科の専科担任制度の導入を提案すること
である。なお，本稿における「技術」は，テクノロジーを意味し，テクニック（技巧，技量等）やスキル（技能）と
峻別して用いている。
　最初に，問題の所在として，諸外国における初等中等教育段階を一貫した「技術・情報教科」の導入の系譜と現況
を概説する。諸外国における初等中等教育段階を一貫した技術（テクノロジー）科教育を最初に導入したのは，「グ
レートブリテン及び北アイルランド連合王国（以下，イギリス）」である。その経緯は，山崎・磯部（2016a）(1)で詳
細にまとめている。イギリスは，1950年代までは，中等教育段階の男子を対象としたクラフト教育が中心であった。
しかし，1960年代になり，ドイツのウルム・造形大学の初期デザイン思想やアシモウなどの情報処理の機能を重視し
たデザイン教育（吉田，1996）(2)が導入された(1)。なお，ここでいうデザインとは，エンジニアリング・デザインであ
る。エンジニアリング・デザインとは，技術に係わる事象を，情報の収集・統合により合目的的に各種制約条件を考
慮しながら比較考量（トレード・オフ）し，正解が唯一ではない最適な解を導くための情報の構造化・組織化のプロ
セスであり，科学・数学原理の体系的で創造的な活用を通した人間のイノベーションの拡張という思想が根底にあ
る。イギリスでは，1975年の性差別禁止法，男女雇用の機会均等，アメリカのキャリア教育の影響を受け，個別的な
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知識・技能重視のテクニカル・ボケーショナル教育から，キャリア教育と生涯学習社会体系に必要なコンピテンス
（リテラシー）教育重視に変化する。1970年代後半から 1980年代にかけて，５歳から16歳までの初等・中等教育を
一貫し，全ての生徒が必履修の「デザインとテクノロジー」教科に移行した。1990年代から導入されたイングランド
のナショナル・カリキュラムでは，科目「デザインとテクノロジー」と科目「情報技術（IT），1999年改訂版から
2013年まではICT」の２科目からなる教科「テクノロジー」であった。しかし，1995年改訂版からは，２科目を各々
独立教科として実施した（山崎・磯部，2016a） (1)。
　一方，1984年の全米インダストリアル・アーツ（産業技術科）学協会（American Industrial Arts Association，）
から，国際技術教育学協会［International Technology Education Association，2013年から国際技術・エンジニアリ
ング教師学協会（International Technology and Engineering Educators Association，ITEEA）に名称変更］への移
行を含め，アメリカにおける中等教育段階の男子を中心としたインダストリアル・アーツから，男女共修のテクノロ
ジー教科への移行については，角・山崎ら（2016）(3)，山崎ら（2011）(4)を参照されたい。なお，我が国の先行研究で
は，アメリカの教科「インダストリアル・アーツ」は，「産業技術科」と一般的に邦訳されていた。
　1990年代からの諸外国の技術教育研究の動向について，現地調査に基づく先行研究(5), (6), (7), (8), (9), (10), (11)が，国立教
育政策研究所（旧国立教育研究所）等から報告されている。先行研究が示すように，1980年代から，欧米をはじめ東
アジア諸国の多くの国々等において，初等中等教育段階を一貫した全ての児童生徒が必履修の技術・情報教科が導入
されていることは，明らかである。

２　我が国における初等中等教育段階を一貫した技術・情報教育課程の構成原理の提案

　海外では，特に1980年代から，科学技術（Science and Technology）教育系の学術組織とともに，教育工学
（Educational Technology）系の学術組織から，初等中等教育段階を一貫した技術・情報教育の導入の提言がなされ
ている。例えば，アメリカでは，教育における技術概念の本質的理解，技術の課題解決過程に必要な資質能力，技術
の適切な評価，選択，管理・運用や技術イノベーションは，Technology Studies（技術教育研究）学術領域である。
一方，教育におけるテクノロジーの効果的な活用は，Educational Technology（我が国では一般的に「教育工学」と
邦訳）学術領域である。アメリカのTechnology Studiesの著名な学会は，前述のInternational Technology and 
Engineering Educators Association (ITEEA）と　Epsilon Pi Tau-International Honor Society for Technologyであ
る。アメリカの著名な教育工学系分野の学会は，International Society for Technology in Education (ISTE）をはじ
め，いくつかの学会がある。また，コンピュータ・サイエンス教育を重視した学協会は，Computer Science Teachers 
Association（CSTA）などがある。 
　我が国のTechnology Studiesとしての小・中・高校を一貫した技術教育課程研究の萌芽については，教員養成大
学・学部教官研究集会技術科教育部会（1978）(12)で詳細が述べられている。1960年代から1970年代のUNESCOや欧米
の技術・情報教育の初等中等教育の一貫化の論議や，男女共通必履修実践の加速化の状況を受けて，我が国における
小・中・高校を一貫した技術教育の実現に必要性については，日本教育大学協会全国技術・職業教育部門，日本産業
技術教育学会（以下，産技学会）を中心に，早い段階から長期間にわたり議論を地道に積み上げている。また，同
（1978：p.209）(12)では，当時の国立大学教員養成学部の小学校教員養成課程における技術科の設置理念と全国の設
置の現状について紹介されている。
　一方，山崎（2016）(13)の先行研究で紹介しているように，1980年代～90年代にかけて，文部省（当時）や日本学術
会議では，21世紀を目前とし，変化の激しい生涯学習社会の到来に対応するべく，学校教育に対する新たな社会的要
請，教育課程に対する最新の学問成果等を勘案し，教科の再編・統合を含めた将来の学校の教科等の構成の在り方に
ついての総合的な検討の必要性が指摘されていた。1996(平成８)年７月19日の中央教育審議会（中教審）「21世紀を
展望した我が国の教育の在り方について  第一次答申」(14)では，「第２部　学校・家庭・地域社会の役割と連携の在り
方」「第１章　これからの学校教育の在り方」「（1）これからの学校」の「［5］横断的・総合的な学習の推進」で，
「各教科の教育内容を厳選することにより時間を生み出し，一定のまとまった時間（以下，「総合的な学習の時間」
と称する。）」の導入が提案されて以来，今日まで至っている。さらに，同「［6］教科の再編・統合を含めた将来の教
科等の構成の在り方」では，教科の再編・統合を含めた将来の学校の教科等の構成の在り方についての総合的な検討
の必要性が指摘されている。
  日本教育大学協会全国技術・職業教育部門，産技学会，全日本中学校技術・家庭科研究会を中心とした，小・中・
高校を一貫した技術・情報教育の合意形成に向けた活動の系譜と主文献は，山崎（2016）(13)が紹介している。日本産
業技術教育学会は，1992年に課題研究委員会（以下，課題研）を立ち上げ，以後ほぼ毎年の全国大会シンポジウム等
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で，会員同士と教育課程研究者［安彦忠彦名古屋大学教授（当時）現神奈川大学特別招聘教授及び他研究者等］，学
校教員等との相互練り上げを経ている。第１筆者は，課題研の委員（当時）であった。同じく田中喜美委員の提案
で，課題研では，日本教職員組合中央教育課程検討委員会（梅根　悟会長）が1976年に提案した小・中・高校を一貫
した技術教育課程(15)に関する批評を行った。同教育課程は，第一階梯（小学一～三年），第二階梯（小学四～六年），
第三階梯（中学校），第四階梯（高校）の基準を提案している。なお，戦後のコアカリキュラムや生活単元学習を先
導した著名な教育学者の梅根が創設した私立和光小・中学校では，小・中学校を一貫した技術科教育が実現してい
る。また，同じく課題研の田中委員の提案で，技術教育研究会（1995）が提言した，「小・中・高校を一貫した技術
教育のための教育課程試案」(16)を課題研で検討した。
　1990年代初頭から1996年の（中教審）「21世紀を展望した我が国の教育の在り方について  第一次答申」(14)公表前ま
では，日本学術会議第４部の科学教育研究連絡委員会（科学教育研連）（当時）が活発な討議を繰り返し，1996年に
「21世紀を展望する新教育課程編成の提案　－理科教育，数学教育，技術教育，情報教育－」(17)と，1997年には「『21
世紀の教育内容』にふさわしいカリキュラムの提案」(18)等を刊行した。課題研委員長の桐田（幼稚園から高等学校ま
でを一貫した技術教育課程の枠組み）(19)，課題研の設立時の副委員長の城［主として小学校の技術教科設置と中学校
技術分野（科）の領域再編成］(20)，同委員の八高（主として高等学校の普通教科技術の設置）(21)は，課題研の議論を考
慮した技術教育課程の枠組みについて，文献(17)で提案している。文献(18)では，課題研委員の板倉が，小・中・高
等学校を一貫した技術教育課程のスコープ（範囲）とシーケンス［教育階梯（校種・学年間）の学習系統性・適時
性］(22)，桐田が「創造性育成の総合的視点からの対応」(23)，同委員の矢田が「普通科高校の生徒にTechnology Literacy
を」(24)で提案している。
　産技学会は，一連の課題研の成果を，1999年に「21世紀の技術教育　－技術教育の理念と社会的役割とは何か　そ
のための教育課程の構造はどうあるべきか－」(25)としてまとめた。同報告では，幼稚園から高等学校までを一貫した
技術教育課程の「スコープ（教育範囲）」として，「材料と加工」，「エネルギー変換」，「情報・システム・制御」，「生
物育成」の４技術を提案した。また，技術科教育固有の学習過程として，「動機」，「設計・計画」，「製作・制作・育
成」，「まとめの評価」を提案した。課題研の詳細な成果は，産技学会元会長の橘田が研究代表者となった科研報告
書(26)としてまとめている。なお，1999年版の「21世紀の技術教育」(25)は，「新21世紀の技術教育」検討WGにより，
2012年に改訂版(27)が提案された。第１著者は，同検討WGの委員であった。2012年版では，「スコープ（教育範囲）」
として，1999年版の４技術に加えて，「発明・知的財産とイノベーション」と「社会安全と技術ガバナンス」が追加
された。追加の経緯や前述の概念については，山崎（2016）(28)で詳述している。

３　我が国における教育工学からの初等中等教育段階を一貫した情報技術教育課程構成原理の提案

　工学関連学協会連合情報教育プロジェクト委員会ワーキンググループは，1996年４月に，「小・中・高一貫情報教
育に関する学習指導要領への提案」(29)を公表した（表１）。表１に示した小学校段階の「表現・コミュニケーション」
の目標と内容は，イングランドの1990年版のナショナル・カリキュラム（NC)「技術」教科の科目「情報技術(IT)」
の目標と内容(30)を参考に提案していると推察される。西之園（1995）(31)は，同科目「情報技術」の目標と内容につい
て，比較教育課程研究の視座から論考している。1990年版イングランドNCのITは，ICT活用能力やデジタル・リテ
ラシーとともに，モデリングや計測・制御のためのプログラミングにおける問題解決などの「コンピュータ・サイエ
ンス」が重視されている。しかし，大森ら（2014）(32)の先行研究で明らかにしたように，イングランドNCでは，1999
年改訂版から，モデリングやプログラミングといった「コンピュータ・サイエンス」の原理に基づく情報技術の活用
力の育成が軽視されるようになり，コンピュータ操作の仕方と，アプリケーションの使い方が学校実践では重視され
るようになるとともに，学校教員の実践的指導力の差と，教員・学校間で授業の質的水準の差異が著しく広がってい
ると指摘されるようになった。そのため，ロイヤル・アカデミー，ロイヤル・エンジニアリング協会，コンピュー
タ・サイエンス関連の高等教育機関，民間企業等から痛烈な批判が数多く噴出し，Gove教育相（当時）の主導で，
従来の教科「ICT」が大幅に見直されて，「コンピュータ・サイエンス」と，ITの個別的知識・スキルよりもITの概
念的知識の本質的理解（明示化）や技術イノベーションのオーセンティックな文脈に根ざした「情報技術」学習を重
視する教科「コンピューティング」に改革された(32)。
　一方，本節で前述した科学教育研連（当時）が1996年に刊行した「21世紀を展望する新教育課程編成の提案　－理
科教育，数学教育，技術教育，情報教育－」(17)では，井口(33)が発達段階をⅠ（小１～小２），Ⅱ（小３～小４），Ⅲ
（小５～小６），Ⅳ（中１～中２前期），Ⅴ（中２後期～中３）の教育階梯に分けて，情報活用能力の発達段階表を提
案した（表２）。
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表１　教育工学関連学協会連合情報教育プロジェクト委員会ワーキンググループ（1996年４月）の「小・中・高一貫情報
教育に関する学習指導要領への提案」の小学校の目標［出典：http://kayoo.org/nagano/Activity/stk-jyohou/01.htm］

第１　目標
小学校における情報教育の教科名「表現・コミュニケーション」の目標を「コンピュータ，マルティメディア，広域ネットワーク（イ
ンターネットなど）を活用した表現と伝達，創造的活動や調べ学習に基づく実社会との触れ合い，共同学習などを通して情報に対する
関心を深め，情報化社会に生きる人間としての資質と態度を育てる。

第２　各段階における目標と内容
【低・中学年】
 １　目標

【低・中学年】
 1　目標

（1）映像・音声の記録や文章・図形の作成等を中心として，主体的な表現活動をしようとする態度を育てる。
（2）課題の解決などのために情報を収集・整理し，利用できる基礎的な情報活用能力を養う。
 2　内容

（1）情報の基礎的な処理
　ア　情報機器の基礎的な取扱い方法，イ　アプリケーションソフトの簡単な利用，ウ　文書の保存及び検索

（2）情報の収集及び整理 　
　ア　情報の収集と簡単な検索，イ　情報の分類と整理

（3）モデリング 　
　ア　モデリングやシミュレーションへの関心

（4）計測と制御 　
　ア　プログラム可能な玩具の制御，イ　制御のための簡単なプログラム

（5）身の回りの情報 　
　ア　実生活での情報機器の扱いや情報技術の体験

【高学年】
 1　目標

（1）広域ネットワーク（インターネットなど）を利用してコミュニケーションの幅を広げるとともに，映像・音声・図形・文
字情報を収集，整理，処理，創造，伝達できるような，情報活用能力を養う。

（2）さまざまな状況のもとで，さまざまな情報を扱う経験を通して，協調性や責任感，思いやり，情報倫理等の社会的態度を
育てる。

 2　内容
（1）情報の処理と伝達
　ア　受け手を意識した情報の発信，　イ　さまざまな情報の合成，　ウ　情報の創造，
　エ　さまざまなコミュニケーションの手段，　オ　広域ネットワーク（インターネットなど）の利用

（2）情報の収集及び整理，処理
　ア　データベースの構築及び検索，　イ　情報収集のための手段の工夫

（3）モデリング
　ア　モデリングやシミュレーションへの興味・関心，　イ　予測のための簡単なコンピュータモデルの利用

（4）計測と制御
　ア　制御モデルに基づく事象のモデル化の例，　イ　プログラミングとデバッグ

（5）情報と生活
　ア　実生活での情報の扱いとその評価，　イ　いくつかの状況での情報技術の利用，　
　ウ　基本的な情報モラル，　エ　情報の管理とプライバシー

表２　井口（1996）の情報活用能力を支える７つの要素［出典：井口磯夫：小学校における情報教育カリキュラムの
p.356，日本学術会議事務局（編集協力）：『日学選書３　21世紀を展望する新教育課程編成への提案　－理科教育，数
学教育，技術教育，情報教育－（所収）』，（財）日本学術協力財団，(1996)］

　①情報理解力＝友だちなどの，意見・考え方・表し方を理解する能力
　②情報選択力＝与えられた資料などの中から，自分にとって必要なものを選ぶ能力
　③情報判断力＝友だちの考えなどに対して，自分なりの意見を持つ能力
　④情報収集力＝自分の目的に基づいて必要な資料などを収集する能力
　⑤情報処理力＝自分の知っている方法を使って目的に合わせて素材を加工する能力
　⑥情報生成力＝集められた資料などから，新しい結論を導き出す能力
　⑦情報伝達力＝自分の調べたことを，友だちに解りやすく伝える能力
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　表２に示すように，井口は，情報活用能力を支える７つの要素を提示した。表２に示した情報活用能力は，コン
ピュータ・サイエンスや情報技術概念の明示的・オーセンティックな文脈で活用する能力（アメリカでは
Technology Studiesで必要な資質・能力と呼称する場合が多い）というよりも，ITをはじめ情報手段を活用して情報
を収集・処理・活用等をする際に必要な汎用的な能力であるといえる。情報活用能力を育成するには，情報や情報機
器の教育的場面に必要な汎用的資質・能力（アメリカではEducational Technologyの教育研究分野）と，現実世界の
オーセンティックな文脈場面における「情報技術」の振る舞いと光と影の影響を明示化し，現実世界との関わりで，
情報技術をオーセンティックな場面で活用する際に必要な資質・能力（Technology Studies）の両軸の育成が必要で
ある。
　文献(17)では，今榮(34)が小学校・中学校における情報教育の在り方を，文献(18)では，岡本(35)がともにEducational 
Technologyの側面から提案していた。

４　文部科学省研究開発学校の初等中等教育段階を一貫した技術教育課程実践研究の成果と課題

　我が国の公立小学校では，戦後から2008年告示小学校学習指導要領(36)まで，テクノロジーとしての技術科は設置さ
れていなかった。しかし，産技学会が提案した1999年版の「21世紀の技術教育」(25)を教育課程の基準として，東京都
大田区立矢口小学校，同安方中学校，同蒲田中学校は，文部科学省の指導の下，同学会，全日本中学校技術・家庭科
研究会，日本教育大学協会全国技術教育部門の研究支援を受け，2004年度～2006年度に文部科学省研究開発学校の指
定校として，技術的素養（技術リテラシー）の育成を重視する小・中学校を一貫した技術科教育課程等の研究開発を
実施した。公立校の小・中学校を一貫した技術教育課程の実践研究は，本邦初で，画期的である。一方，我が国の日
常生活や社会においては，「技術」用語は，テクノロジー，テクニック，スキルの峻別なく渾然一体に用いられるこ
とが大部分であり，学習者の「技術」概念の構成と構造化の学習が図りにくい。また，小学校に図画工作科（Art 
and Handicraft subject）と理科（School Science subject）があるために，技術 (Technology) 教育は既に存在する
との誤解が多い。しかし，公教育では制度上，小学校段階に技術教育が位置付けられていないために，文部科学省研
究開発学校や教育特区制度を受けて，学校教育法施行規則第79条において準用する第55条の規定に基づき，教育課程
の改善のために文部科学大臣の指定を受けて，特例措置による実践研究を行うことになる。大田区３校の実践の成果
と課題は，産技小学校委員会（委員長：本稿第１著者）が報告している(37)。同３校の１年次，２年次，３年次の研究
紀要と教科書は，文献(37)で紹介した。また，文献(37)には，産技小学校委員会が公表した第１年次及び第２年次研
究報告書の公開URLも明記されている。文献(38)に，同第３年次研究報告書名とURLを示す。
  大田区３校に続いて，新潟県三条市立長沢小学校，同荒沢小学校，同下田中学校は，文部科学省の指導の下，前述
の学協会の研究支援を受けて，小・中学校を一貫した技術教育課程開発を実施した(39)。大田区３校と同様に，１年
次(40)，２年次(41)，３年次(42)の研究紀要とともに，３年次には実践事例集(43)を作成した。大田区の研究と同様に，産
技小学校委員会では，３年間の科研による研究支援を行い，各年次の報告書(44)， (45)， (46)を発表した。
　新潟県三条市３校に続いて，栃木県上三川町立本郷小学校，同本郷北小学校，同本郷中学校は，2010年度～2012年
度の３年間の文部科学省研究開発学校の指定を受けて，小・中学校を一貫した新教科「みらい創造科」を創設し，そ
の教育課程及び評価方法等の研究開発を行った(47) ,(48)。

５　教育特区における初等中等教育段階を一貫した技術教育課程実践研究の成果と課題

　教育特区制度を利用した小・中学校を一貫した技術教育課程実践研究は，管見の限り，富山県高岡市，大阪府東大
阪市，長野県諏訪市で，農業教育を重視した小・中学校一貫教育は福島県喜多方市で実施されている。本稿では，長
野県諏訪市教育委員会に当時在籍していた大坪（2009）(49)に基づき，諏訪市の「ものづくり科」を紹介する。諏訪市
内全小・中学校（小学校７校，中学校４校）では，2003年度から小・中学校を一貫した教科「ものづくり科」で本格
的に実践されている。2008年度の４，５月に各学校にて，市教育委員会が作成したテキスト「指導の手引き」を基
に，全教員の研修会を実施した。2009年度からの学習指導要領の移行措置の実施に伴う教育課程特例校の実施計画の
変更が同年２月に文部科学省から承認されて以来，実施が続いている。
　大坪(49)が公表した「ものづくり科」教育課程表によると，2009年度の市内全小学校「ものづくり科」教育課程表で
は，生活科から各学年で15時間，図画工作科から各学年10時間，総合的な学習の時間から各学年15時間持ち出し，第
１学年から第６学年の各学年において年間各25時間で，「ものづくり科」を実施していた。中学校では，美術科から
各学年５時間，技術・家庭科から各学年８時間，「総合的な学習の時間」から各学年12時間を持ち出し，中学校各学
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年25時間で実施していた。図画工作科，美術科，技術・家庭科ともに，授業時間が極端に少ないために，運用に苦労
していることが推察される。

６　埼玉県久喜小学校とSTEM／STEAM教育との関連

　埼玉県久喜市立久喜小学校は，2013年度～2016年度の４年間にわたり，文部科学省研究開発学校の指定を受け，科
学技術教育に特化した新設教科「夢創造科」を導入し，教育課程開発研究の実践研究を行った。本稿５節で述べた
小・中学校一貫した技術教育課程研究ではなく，小学校のみの実践であるが，実り多い研究成果を提案した。また，
同実践の成果は，日本科学教育学会2017年度年会（高松）の年会課題研究「小学校科学技術科のカリキュラム開発の
成果と課題」において，当時の研究を主導した小倉(50)，浅田(51)，上野(52)と，同小学校の当時の研究主任川島(53)が登壇
発表をした。小倉は，我が国の小学校段階では，STEM教育は位置づけられていないが，諸外国では小学校段階にお
けるSTEM教育が盛んであり，久喜小学校の「夢創造科」は，STEM教育の導入という観点から有用であると述べて
いる。
　川島(53)が執筆した論稿によると，夢創造科の教科目標は，「科学技術に関する探究的・創造的活動を通して，科学
技術に関する基礎的・基本的な知識及び技能を習得するとともに，科学技術を適切に評価し，活用できる力を養
う。」であった。また，児童の発達段階に合わせた段階的な目標が必要であると考え，第１学年及び第２学年の目標
は，「自分自身のくらしと科学技術とのかかわりについて関心をもち，科学技術を活用した課題解決に取り組む自律
的な態度を育てるとともに，基本的なものづくり技能を習得し，人と科学技術との関わりについて理解し，既知の科
学技術を応用・総合して課題を解決する方法を設計する力を育み，よりよい科学技術について考えられる。」であっ
た。第３学年及び第４学年の目標は，「地域社会でのくらしと科学技術とのかかわりについて関心を持ち，（下線部に
同じ）社会と科学技術との関わりについて理解し，（波線部に同じ）よりよい科学技術について客観的に考えられる
ようにする。」であった。第５学年及び第６学年の目標は，「地球上でのくらしと科学技術との関わりについて関心を
持ち，（下線部に同じ）地球環境と科学技術との関わりについて理解し，（波線部に同じ）よりよい科学技術について
多角的に考えられるようにする。」であった。
　また，「夢創造科」の学習内容は，「Ａ　設計・計画」，「Ｂ　創造」，「Ｃ　評価」領域とした。扱う課題は，第１学
年及び第２学年では「身の回りの課題」，第３学年及び第４学年では「地域社会の課題」，第５学年及び第６学年では
「グローバルな課題」とした。また，この教科において扱う知識を「素材活用」，「メカニズム活用」，「生物活用」の
３分野とした。上野(52)によると，「メカニズム活用」の最終段階として，「プログラムによる計測・制御」の内容を取
り上げることで，中学校技術分野との連携化を図り，生活や社会で利用されている技術について学習する。
　時数は，全学年にわたり，各学年の年間授業時数を50授業時間とした。教育課程表は，文献(53)に掲載されてい
る。主に，生活科，図画工作科，総合的な学習の時間から新教科に時数が持ち出され，算数は各学年で３授業時間，
理科は４時間が新教科に時数移行していた。
　プログラミング教育とSTEM教育，STEAM教育との関連については，山崎ら（2018）(54)で詳細に論述している。
STEM教育とは，万人の科学・技術・エンジニアリング・数学に関連する科学・技術の理解増進，21世紀の壮大な挑
戦を担う全ての市民に必要な科学・技術リテラシーの普及・向上（for all）と共に，特に大学等の高等教育以前から
の初等・中等・高等教育段階を一貫した継続的・系統的な教育で，豊かなテクニックと個人的スキルを有する科学・
技術専門職の担い手や国のイノベーションを牽引する卓越した人財を育成（for excellent）し，STEM専門職の社会
的意義と役割・地位の向上，持続可能な社会のために科学技術ガバナンス（科学技術の協働統治）による民主主義社
会を支えるグローバル市民を育成の重要性を啓発・普及していくための教育及び教育運動である。アメリカのオバマ
前大統領は，一般教書演説等で，STEM教育分野における新教員１万人の準備の取組み等を提案し，教員養成モデル
のグレードアップと，優秀なSTEM専攻卒業生が教職の道を選択するための支援を行っていた（山崎，2015）(55)。近
年，海外の教育では，STEM（Science, Technology, Engineering and Mathematics），STEAM（Science, Technology, 
Engineering, Arts and Mathematics），STEMS²（Social Studies, Language Artsを加える）等が盛んである。STEM
教育では，サイエンス（科学）－テクノロジー（技術）－エンジニアリング（エンジニアに必要な知識体系）－数学の
分野領域固有性，相互関係性，相互不可分性・共進性が鍵概念である。
　STEAM（TEAMSとかSTEMAとも呼ばれる）教育では，STEM概念に加えて，「アーツ」と「デザイン」といっ
た鍵概念の本質的な理解が不可欠である（Yakman, 2006(56), 2008(57), 2011(58)）。「アーツ」を「ファインアーツ（芸
術）」と定義するか，それとも，「アーツ」概念を芸術のみならず広義に解釈するのかは，国内外では多様な見解があ
る（胸組，2017：p.ⅲ）(59)。女性の積極的なキャリア発達の重要性を唱えるアメリカの女性研究者・学校コンサルタ
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ントで，大学院の主専攻は，アメリカ・バージニア工科大学の技術・エンジニアリング教育であったYakman女史
（2008）(57)は，アーツは，ファインアーツ（芸術）のみならず，Physical（体育・ダンス表現・ドラマ表現），Manual
（手芸），Language & Liberal (including; Sociology, Education, Politics, Philosophy, Theology, Psychology History 
& more…) （ランゲージとリベラルアーツ）といったように，広義に解釈している。本稿筆者らは，Yakmanのよう
にSTEAMのアーツは広義に解釈して，実践研究を進めている。
　山崎ら（2018）(54)が指摘したように，STEM教育は，イギリスやアメリカのように，国策としてのイノベーション
振興と充実を目指す教育運動で，中央・連邦政府と市民との「ガバメント」構造で議論されることが多い，一方， 
Yakman（2008）(57)をはじめ，STEAM教育を重視する論文や実践等では， 1983年にアメリカ・ハーバード大学の心理
学者ハワード・ガードナーが提案した多重知能理論がよく引用されるとともに，教育課程のおける育成すべき資質・
能力を多面的・多角的に捉え，各教科等の内容と時数のバランスの取れた教育実践（balanced curriculum）を重視
する。「学 (science)」と「術（arts）」とのバランスと，科学技術が発達し，現代化が進む民主主義社会における，
多様な価値観と利害関係を有する主権者同士の自由意思による議論（アーギュメント）・テクノロジーの事前評価
（アセスメント）・意思決定・選択と，多様な国民各層・各役割の「協働統治（ガバナンス）」基づく管理・運用を重
視する。さらに，アメリカのSTEAM教育は，草の根的な教育実践が展開されている。
　海外では，いわゆるプログラミング教育は，公教育と私教育が協働し(1),(32),(54)，STEM教育・STEAM教育運動の一
貫として啓発・普及が図られている。一方，我が国では，STEM教育・STEAM教育運動については，あまり知られ
ていない。ようやく萌芽期を迎えた，我が国の初等中等教育段階におけるプログラミング教育の理念や，プログラミ
ング教育とSTEM・STEAM教育運動との関係性と教育的意義や社会的役割について，国民的な理解増進とコンセン
サスづくりが必要である。

７　小・中・高校を一貫した技術・情報教育課程基準の先行研究

　IT（情報技術）を含むTechnology Studiesからの小・中・高等学校を一貫した技術・情報教育課程基準の先行研究
は，産技の「21世紀の技術教育」(25), (27)と，文部科学省研究開発学校の指定と受けた，2004年度～2006年度の東京都大
田区立矢口小学校・安方中学校・蒲田中学校の実践研究(37) (38)，2007年度～2009年度の新潟県三条市立長沢小学校・
荒沢小学校・下田中学校の実践研究(39)～(46)，文献(37)～(48)の実践成果に基づき提案した磯部・山崎（2013）(60)の先行
研究，大森ら（2017）(61)，ベネッセコーポレーション（2017）の「プログラミング教育で育成する資質・能力の評価
規準」(62)，山崎ら（2017）(63)，川原田ら（2018）(64)がある。
　山崎ら（2017）(63)，川原田ら（2018）(64)で論述したように，ロボット等のアクチュエータ（動作部）の動作の実現を
目的とした計測・制御に関するプログラミングによる問題解決学習は，科学技術教育の情報技術を含むTechnology 
Studies教科の領域固有性が強い。また，各教科における学びの対象である言語，社会，産業，自然，芸術，保健体
育等のあらゆる事象やコンテンツを対象として，情報技術(IT)の適切かつ効果的な活用とともに，各教科等の課題解
決に向けた一連の学習過程をより「主体的・対話的で深い学び」にするといったEducational Technologyを効果的に
活用した，コンテンツのプログラミングによる問題解決の側面が強い。プログラミング学習は，前者の計測・制御の
ためのプログラミングのTechnology Studiesとしてのプログラミングによる問題解決学習と，後者のITの効果的活用
とEducational Technologyによる「主体的・対話的で深い学び」を効果的に活用したコンテンツのプログラミング
による問題解決学習のタイプがあることに留意されたい。
　小学校段階におけるTechnology Studiesの領域固有性が強いロボット等を用いた計測・制御に関するプログラミン
グは，埼玉県久喜小学校「夢創造科」で上野(52)が論説した「メカニズム活用」の最終段階としての「プログラムによ
る計測・制御」，立命館小学校のロボティクス科の実践(65)，相模女子大学小学部のロボティクス学習(64), (66)などが該当
する。
　小学校段階において，技術のみならず広範な事象やコンテンツを対象として，プログラミングによるEducational 
Technologyの効果的に活用を包含した実践は，東京都品川区立京陽小学校の各教科や「市民科」における実践(67), (68)

がある。

８　小学校プログラミング教育の専科指導教員配置と中学校技術分野，高等学校情報科教員との連携
の必要性

　山崎ら（2017）(69)，山崎ら（2018）(54)が述べたように，小学校では，英語とプログラミング教育の専科指導教員の配
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置及び，中学校専科教員との連携・協働，小学校プログラミング学習における中学校技術分野，高等学校情報科専科
教員との連携の必要性については，小学校からの要望が極めて強い。
　日本教育新聞（2018年１月22日）１面において，松野博一・前文科相は，「教育現場が複雑化する中で，定数改善
や外部人材・サポートスタッフの充実は不可欠だ。学校の職制にもよるが，少なくとも小学校では専科指導教員，中
学校では部活動指導員を拡充していくことが第一だと考えている。」(70)と述べている。
　文部科学省の免許外教科担任制度の在り方に関する調査研究協力者会議は，2018年１月15日，第１回会合を同省内
で開催した(71)。2018年２月６日に，第２回会合を開催した(72)。
　第１回会合では，2016年度では，免許外教科担任の全国の許可件数は，中学校では家庭，技術，美術科などを中心
に7190件，高校では，情報，公民，福祉科などで3760件であったことが報告された。特に，中学校美術，家庭，技
術，高校普通教科情報科では，授業時数が極端に少ないために，免許外教科担任が多い現状にある。前述教科は，授
業時数が少ない上，大学等の高等教育機関の入試科目でない場合が多いために，免許外教員や３校兼務等の他校を兼
務する専科教諭が多いことが影響している。我が国では，戦後の高度経済成長期を発端とする高校と大学等の高等教
育機関への進学率上昇に伴い，国，社，数，理，英のいわゆる「主要教科（主教科）」と，「周辺教科（副教科）」と
誤解されている小学校図画工作，中・高校美術，中・高校家庭，中学技術・高校情報科との扱いの軽重の是正が必要
である。教育課程における「主要教科」と「周辺教科」といった位置づけは，極めて好ましくない。
　教育新聞（2016）(73)の「平成29年度（平成28年度実施）公立学校教員採用選考実施状況」，同（2017）(74)の「平成30
年度（平成29年度実施）公立学校教員採用選考実施状況」によると，前述した教科では，各都道府県等の教員採用試
験合格者は，他教科に比べると著しく少ない。多くの県等は，家庭や技術の合格者がわずか１名である。国立大学法
人の教育学部や教育大学の大半は，学部入試を教科等別ではなく，いわゆる一括募集・くくり募集で選抜し，学部２
年次で教科等の専修コース等分けを実施する。学部１年次生は，各県等の教員採用試験の実施状況を知り，周辺教科
とささやかれる中学校美術，同家庭，同技術，高校情報の免許取得を断念する学生も少なくない。
　都道府県や政令指定都市教委の中には，中学校の国，社，数，理，英教科（５教科と称される場合が多い）と音，
美，体，家庭，技術，情報教科（４教科と称される場合が多い）を各一つ（５教科一つ，４教科から一つ），４教科
から二つの免許を取得といったように，複数免許の取得を推奨している教委もある。一方では，家庭や技術では，教
育職員免許法で定められた各科目区分で「実習を含む」授業科目が大多数である。小学校１種免許を取得する他に，
５教科から一つと，中学校や高校の美術，同家庭，中学校技術，高校情報の教科免許から何れか一つを取得しようと
すると，学部の教育課程編成が過密になっているために，学部４年間で免許が取得できない事例も多い。中学校技術
科免許取得を目指す学部生は，中学数学や理科の免許を取得する学生もいる。しかし，卒業後に採用された中学校教
員の教員研修は，数学や理科の教員研修の充実が優先されていて，中学校技術の教員研修体制や機会が充分ではない
といった実態が，全日中技・家研（全日本中学校技術・家庭科研究会）等（2014）(75)及び同（2016）(76)等から明らかに
なっている。
　我が国の学校教育では，「実技教科」の用語が日常的に用いられる。しかし，学校教育学では，「実技教科」の定義
は多義的で明確ではなく，一律的な定義の存在に関しての共通理解が得られているとはいえない。特に，技術分野と
家庭分野は，科学技術の急速な高度化と情報化・グローバル化に伴い，社会や生活を取り巻く状況や，経済界や産業
界からの要請が著しく変化しているために，技術分野と家庭分野の各目標や内容と，「実技」との関係について，再
考と再定義が求められていると思われる。この課題は重要であるが，論点を整理した上で別稿において論じる予定で
ある。その際，音楽，美術，体育，家庭，技術の各教科等における「実技」の教育的意義や役割について，各教科等
領域の固有性に留意しながら丁寧かつ慎重に論点整理していく必要がある。
　また，技術・家庭科の「技術」分野と「家庭」分野を，あたかも，実技だけを重視しているかのように思われるい
わゆる「実技教科」に区分するといった誤解は，解消しなければいけない。文部科学省初等中等教育局上野耕史技術
科教科調査官及び筒井恭子家庭科教科調査官ともに，中学校「技術・家庭科は，実技だけを重視する教科ではない」
という見解と周知徹底について，従来から全国や各ブロック地区等の中学校技術・家庭科研究会大会等で表明してい
る。筆者らも，2008年告示中学校学習指導要領解説　技術・家庭編」(77)及び「2017年告示中学校学習指導要領解説　
技術・家庭編」(78)の目標及び内容から，技術・家庭科を，実技だけを重視する教科という誤解を招く「実技教科」と
呼称するのは適当でないと考えている。
　山崎ら（2017）(69)，山崎ら（2018）(54)は，教員養成段階で，同一校種の５教科（国，社，数，理，英）と４教科
（音，美，体，家，技・情報）の各１教科免許や，４教科を二つ免許取得するよりも，小学校と中学校の両校種の免
許取得の利点と課題について論じた。
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９　プログラミング教育における小・中・高校を一貫した教育課程とCPD（継続的な教員の専門職
能発達）の充実を図るための教科等時数と内容の調和と条件整備の必要性

　筆者らは，山崎・磯部（2016b）(79)，山崎ら（2017）(69)，山崎ら（2018）(54)等で繰り返し述べてきたが，情報技術
は，「Computational Thinking（CT）」と「プログラミング的思考」のように，あらゆる職業や社会活動に従事して
も時代に不易な資質・能力とともに，常に変化を続ける技術についての「CPD（継続的な教員の専門職能発達）」が
求められる。特に，小学校段階の技術・情報教育では，前述したように，中学校，高等学校普通教科情報，専門学
科，NPO，民間企業との連携と条件整備が配慮されなければならない。
　山崎ら（2018）(54)が指摘しているように，海外のプログラミング教育を含む技術・情報教育では，「CPD（継続的
な教員の専門職能発達）」と，各校種，NPO，民間企業等との連携が極めて重視されている。例えば，イギリスで
は，技術・情報教育関係者の教員研修・協会組織として，ITTE（The Association for Information Technology in 
Teacher Education，英国情報技術教師教育協会）(URL) (80)と，DATA（Design and Technology Association）（URL）
(81)がある。第１筆者は，長年，DATAの会員であり，同協会本部の現地調査や同協会会長との現地及び日本での面
談経験を有している。DATAとITTEは共に，協会の最重要活動の一つに「CPD（継続的な教員の専門職能発達）」
を掲げ，活発に展開している。
　一方，文部科学省は，2017年11月17日に，教職課程コアカリキュラムを公表した(82)。筆者らは，長年，教職課程コ
アカリキュラムの導入を要望してきたため，今回の導入に賛成である。同カリキュラムでは，３頁「（４）教職課程
コアカリキュラムの活用について」で，「教職課程の質保証や教員の資質能力の向上のためには，教員を養成する大
学，教員を採用・研修する教育委員会や学校法人，教育制度を所管する文部科学省等の各関係者が認識を共有して取
組を進める必要がある」と書かれている。アメリカとイギリスでは，1990年代から，技術・情報教育のみならず，
全教科等でいわゆるスタンダードとカウンタビリティの導入による現代教育改革がされている（例えば，松尾，
2010）(83)。
　本稿の第１著者は，イギリス・スコットランドでの在外研究経験を有するが，現地の教育課程編成では，「各教
科の時数と内容のバランス（MacClelland, 1992: p.3）」(84)により，複数人の同一教科専任教諭による校内研修，一定
の人数と質を確保した校外での教員研修の充実が鍵語である。イギリス４地域（イングランド，ウェールズ，ス
コットランド，北アイルランド）の教育課程に限らず，各国ともに，「CPD（継続的な教員の専門職能発達）」を
重視し，各教科の専門性を生かしたCPDの条件整備のために，各教科の内容と時数のバランスを重視（balanced 
curriculum）していることを，再度指摘したい。
　山崎・磯部（2016b：p.43）(79)と山崎ら（2017）(69)で述べたように，「総合的学習」における課題探究活動の重要性
は論を俟たない。しかし，山崎ら（2018）(54)で指摘した通り，「総合的な学習の時間」については，育成すべき能力目
標，内容，学習評価規準の国家基準が具体的に定められておらず，各学校に委ねられているために，当初の趣旨・理
念が必ずしも十分に達成されていない状況も見られる。そこで，音楽科，図画工作科・美術科，技術科，家庭科の授
業時数を回復すると共に，前述教科を含め，全教育課程で「総合的学習」の機能充実を図り，学校教育課程全体のカ
リキュラム・マネジメントを向上する方策も考えられる。
　OECDでは，1980年代に学校教科の統合・再編の是非や，STEM関連教育の連携のあり方等に関する論議と熟考が
長く続いた(85)。我が国においても，1990年代に中教審や学術会議等における「総合的な学習の時間」の導入に関する
議論の際に，教科の統合・再編等の課題が話題になった。一方，1990年代に，イギリスのスコットランド(86)，同国の
北アイルランド(87)，カナダのブリティッシュ・コロンビア州(88)等で，大教科群が導入された。しかし，基準性（スタ
ンダード）に基づく教育水準の質保証とアカウンタビリティ推進に伴い，科学技術・情報技術の急速な進化に不断か
つ真摯に対応できるCPDと，各教科の内容と時数のバランスが一層重視（balanced curriculum）されている。背景
には，各教科の時数と内容を削減することは，各教科の教員研修組織力の低下とともに，自らの専科に対するCPD
の志や気概の低下を招くリスクを回避することにある。
　４教科の教員の自らの専科に対するCPDの志と気概を回復すべく，各教科の専門性を生かしたCPDの条件整備の
充実が喫緊の課題である。我が国では，少子化・過疎化が予想をはるかに超えて，小・中学校の統廃合や学級数の減
少が急速に進行する中，小・中規模校では，定数法による専科教員の確保が困難になってきている。さらには，小・
中学校一貫教育や連携教育といった課題にも直面している。
　中教審（2016）(89)の答申の27頁で指摘された，「１．育成を目指す資質・能力についての基本的な考え方」から，
CPDの一層の推進と各教科の内容と時数のバランスの重視（balanced curriculum）のために，「総合的な学習の時
間」の見直し及び，音楽，図画工作・美術，家庭，技術への時数移行を含め，各教科等構成の内容と時数のバランス
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について，喫緊かつ不断の見直しが求められていると，筆者は考えている。
　文部科学省は，「未来社会（Society5.0）に向けた人材育成に係る大臣懇談会」を立ち上げ，林大臣を座長に，有
識者らでの議論を2017年12月１日から開始している(90)。初会合において，林文科相は，文部科学省として，子供たち
が学校で学ぶにあたって，どういうことをより気をつけて学ぶ必要があるのかという観点で，Society5.0を深掘りし
たい。広く国民にどういう能力が必要なのか，このような問題意識を持ちながら具体的な議論をしていきたい旨の挨
拶をしている。今後，人工知能（AI）やIoT（Internet of Things，インターネットにより多くの人とモノがつなが
るシステム）により，様々な知識や情報が共有されて，新たな価値の創造を生み出す際に必要な国民的（for all）な
素養（リテラシー）とともに，卓越した（for excellent）人財を生み出す教育体系化を図る必要から，小学校段階に
おける「技術・情報科」の設置と，専科担任による指導の一層の充実性を指摘し，本稿の結びとしたい。

10　まとめ

　本総説の目的は，小学校・中学校・高等学校を一貫した「技術（テクノロジー）・情報科」教育を実現するため
に，小学校段階にプログラミングと情報セキュリティを学習する「技術・情報科」の設置と，変化の激しい情報技術
に対応できる教員の継続的な専門職能発達（Continuing Professional Development）のために，小学校段階での専科
教員の指導と，中学校技術分野教員，高等学校情報科専科教員との連携を提案することであった。本稿では，最初
に，諸外国と我が国における初等中等教育段階を一貫した技術・情報教育課程の先行研究を紹介し，プログラミング
教育とSTEM／STEAM教育との関連について概説した。次に，我が国では，戦後の高度経済成長期を発端とする高
校と大学等の高等教育機関への進学率上昇に伴い，国・社・数・理・英のいわゆる５教科（主要教科，主教科と称さ
れる誤用がある）と，４教科（周辺教科，副教科と誤解されている事例も少なくない）に含まれる小学校図画工作，
中・高校美術，中・高校家庭，中学技術，高校情報科との扱いの軽重の是正が必要であることを指摘した。教員養成
段階で，同一校種の「５教科（国，社，数，理，英）」と「４教科（音，美，体，家，技術，情報）」の各１教科免許
や，副教科を二つ免許取得するよりも，小学校と中学校の両校種の免許取得の利点と課題について論じた。特に，小
学校と中学校技術の両種類の取得者や，小学校・中学校技術・高校情報の３種類の教員免許取得者が増加するような
各種条件整備が必要である。
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ABSTRACT

This comprehensive paper was proposed as an introduction of a “technology and informatics” as an independent subject 
comprising so called programming learning in elementary school and establishing a coherent learning system through 
elementary schools to upper secondary schools.  In addition, this paper was suggested to be taught under the guidance of 
specialized subject teachers in elementary school in cooperation with some lower secondary school technology subject 
teachers and some upper secondary school informatics subject-specialized teachers.  Its learning attainment targets and 
learning contents comprised with some key concepts, technological problem-solving capabilities, information securities 
capabilities, and programming learning capabilities with computational thinking.  Their teachers should be trained in 
continual professional and functional development so that they can correspond to intense changes in information technology 
(continuing professional development).  This paper was introduced and reviewed according to current trends in technology 
education through elementary and secondary schools abroad. In fact, at the elementary school level, some foreign countries 
and the country mentioned at the beginning of this writing have introduced, the previous study on consistent technology and 
informatics curriculum, and the relationship between programming education and STEM/STEAM education was outlined. 
Next, this paper indicated that correction of the significance between the “main (core) subjects including Japanese language, 
Social Studies, Mathematics, School Science and English,” and “the surrounding subject (associated subjects) including Art 
and Handicraft, Music, Physical Education, Home Economics, Technology, and Informatics,” with the rate of students 
receiving higher education rising, including university and upper secondary school, which makes a new beginning toward 
something like the glory days of the postwar high economic growth is needed in this country.  This paper debated on some 
problems on how to obtain teacher certification licenses for each subject between “main subjects” and “the surrounding 
subjects (associated subjects)” at the teacher-training college stage.  Finally, this paper suggests how to gain an advantage 
in teacher license acquisition for elementary schools and lower secondary schools over other lower secondary school teacher 
licensees.
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